
lCo8   資源配分の柔軟性と 行政改革 

0 赤池伸一 ( 科技庁，科学技術振興局 ) 

1. 序 

今回の行政改革においては、 総合科学技術会議の 設置、 科学技術庁と 文部省の統 
合等大規模な 組織改編が予定されている。 一方、 資源配分に関しては、 総合科学 
技術会議が資源の 配分の方針に 関する調査審議を 所掌することとなっており、 ま 

た、 科学技術会議における 次期基本計画の 検討においても 資源の重点配分が 重要 

な ポイントとなっている。 

本研究は日本の 科学技術政策における 研究分野間の 資源配分の柔軟性・ 安定性 

ほ ついて、 英米等 G 7 各国と比較比しっ っ、 可能な限り包括的、 定量的に把握す 
ることを目的とする。 

2. 資源配分の柔軟性と 安定性 

2-1 政府研究開発支出における 研究分野間シェアの 推移 

Basic Science Statistics l999 (OECD 2000)( 以下、 OECD 統計という ) の社会 

目的別政府研究開発支出を 用いて、 G7 各国の研究分野間シェアの 推移を比較した。 

他の国が大きく 研究分野間の 配分を変化させる 一方で、 日本における 科学技術 関 

係 予算の研究分野間のシェアはほぼ 一定であ る。 例えば、 殆どの国がエネルギー 
研究開発を大きく 減少させ、 ヘルスや知識向上 (Advancement ofknowledge) のた 

めの研究開発を 増加させている 中で日本の研究分野間のシェアは 殆ど変化してい 
ない。 

2-2 資源配分の柔軟性の 測定 

資源配分の柔軟性及び 安定性を総体的に 測定するための 指標 ( フレキシビリテ 

ィ ・インデックス ) を導入し、 過去 1 2 年間の OECD 統計を基に日、 英及び米の 

比較を行った。 この指標は、 あ る国について、 各研究分野のシェアの 時系列 デ一 

タの 偏差平方和を 求め   更に全ての研究分野についてこれらを 合計したものであ 
る。 数式は以下の 通り   

R 稜 ， Z  目色，． ， -,,)2 
  

w 鹿托用ぬ 二メ 召ガ bilityind 窃 ， x け 二九 % ヴ研 e げ ノ e 沖ヴ研 eareog,  テ ，二 me 鍵が 研 eareae 

同インデクスの 数値は、 日本 0 ・ 0061 、 英国 0 ， 0418 、 米国 0 ， 0432 であ り、 日一英、 

日一米は柔軟性に 有意差 (95% 以上 ) があ ると認められる。 また、 図 1 に日、 英 及 

び 米における各研究分野 短め シェアの標準偏差を 示すが、 米 、 英のシェアの 偏差 

は日本に比べて 極めて大きいことが 分かる。 
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図 1 日 英及び米における 各研究分野のシェアの 標準偏差 

2-3 政府研究開発支出の 伸び率の要因分解 
OECD 統計を用いて 日、 英及び米の政府研究開発支出の 伸び率を研究分野 短め 

貢献度 ( シェアと伸び 率の積 ) に要因分解を 行った。 結果を図 2 に示す。 貢献度 
の 構成パターンは 各年度の政策プライオリティを 反映していると 考えられる。 日 

本についは、 基本計画策定直後を 除き、 各年度の貢献度のパターンは 極めて似て 
いる。 また、 英国については 振れが大きく、 米国については 冷戦後の防衛研究開 
発へのプライオリティの 変化等政治的環境に 敏感なことが 読みとれる。 
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2-4 予算システムと 資源配分の柔軟性・ 安定性 

科学技術関係予算は 省庁毎の行政目的 ( 垂直軸 ) と省庁横断的な 総合調整 ( 水 

平鞘 ) の相互作用により 決定されると 考えられる。 これを計量的に 表現すること 
は極めて困難であ るが、 ここでは省庁毎の 科学技術関係予算の 伸び率と省庁 短め 

予算全体の伸び 率に着目し、 この相関の強さを 垂直軸の強さの 指標として考える。 

過去 4 年間のデータに ょ れば、 両者は極めて 強 い 相関を持ち (0.91) 、 各省庁の科 
学 技術関係経費の 伸び率は各省庁の 予算枠の変化に 強く依存していることが 示唆 

される。 

また、 省庁別科学技術関係予算については、 補正後予算のシェアの 方が当初予 
算 よりも柔軟性が 大きい。 特に郵政省及び 文部省にこの 傾向があ る。 一般に補正 
予算は当初予算のようにシーリングによる 制限が無く柔軟であ るが、 施設費に偏 
りがちな点、 運営費が後年度の 当初予算を圧迫する 可能性があ る点等の問題があ 
る 。 

英国においては、 1998 年度より 3 年間の概括予算と 1 年間の詳細予算を 同時に 

進行させる新予算制度を 導入しており、 予算の柔軟性を 確保する上で 興味深いも 
のであ る。 
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図 3 省庁毎の科学技術関係経費の 伸び率と予算全体の 伸び率の比較 
( 平成 7-9 年度の伸び率の 平均、 但しデータの 不連続のため 平成 8 年度を除く ) 

2 、 5 政治的な環境の 変化と資源配分の 柔軟性 

大統領、 首相等の交替の 研究分野間資源配分に 与える影響について、 日、 英及 

び米間の比較を 行った。 米国では大統領の 交替による影響が 大きいの対して、 英 

国 では有意な相違は 認められなかった。 一方日本は、 自民党単独政権 から連立へ 

の大きな環境の 変化があ ったにも関わらず、 研究分野間の 資源配分はほぼ 一定で 

あ る。 

2.6 科学的・技術的な 環境の変化と 資源配分の柔軟性 
日本における 科学的・技術的な 環境変化の資源配分への 影響について、 分析を 

行った。 科学的環境の 変化の指標としては、 ISI 社のデータベー スを 墓に、 分野 

毎の論文致シェア 及び RTA( 特定分野の世界平均に 対する相対的優位性の 指標 ) の 

推移を用いた。 また、 技術的環境の 変化としては、 米国パテントデータを 基に 、 

特許 数 シェア及び RTA の推移を用いた。 科学的な環境の 変化としては、 例えば 
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Chemistry が減少し相対的な 優位性失いつつあ るが、 Clinical Science のシェア 

は増加し相対的に 優位性なっている。 また、 技術的な環境の 変化としては、 例え 

ば 、 Photocopy  and  photography  と Road  vehicles and  engine  の優位性は依然と 

して高い水準にあ るものの徐々に 失いっつあ る。 一方、 Sem  iconductor  が現状で 

は 優位性が向上しつっあ る。 このように科学的・ 技術的な環境の 変化があ るにも 

関わらず、 日本の研究分野間の 資源配分はほぼ 一定であ る。 

8. 考察及び結論 
日本の研究分野間の 資源配分は、 これまでに検討したすべての 側面において、 

極めて安定的であ る。 ここ 1 0 年間、 科学技術政策大綱の 策定、 議員立法による 

科学技術基本法の 制定、 科学技術基本計画の 策定等を経て、 科学技術関係経費の 
総額は急増したものの、 研究分野分野間の 資源配分は殆ど 変化しなかったと 言え 

る。 もちろん、 世界レベル研究における 優位性 (core competence) を確保するため 
には、 安定性が時には 重要であ り、 安定性と柔軟性のどちらが 良いのかは一概に 
は言えない。 しかし、 環境の変化を 無視し、 長期的な展望を 欠いた安定性は 無意 

味 であ る。 

日本における 資源配分の硬直性の 背後には、 省庁毎の垂直的構造及び 終身雇用 

制 に基づく研究人材の 硬直性があ る。 他の G7 各国においても 垂直的な行政機構が 
みられるが、 米国や英国においては 省庁と研究機関・ 大学との間に 位置する中間 
的なファンディンバボディー (NSF や Research Councils) が発達していており、 資 

源の再配分機能を 担っている。 また、 日本においては 最近では任期 付 任用や ボ ス 

ドク の増加等により 研究人材の流動性が 高まりつつあ るものの、 大半の研究人材 
は終身雇用に 基づいている。 この研究人材の 硬直性は人件費のみならず、 事務費 

や 研究費の移動を 拘束する要因となる             英国においては 人件費が固定 
的経費であ るという意識が 希薄であ る   

資源配分の硬直性を 克服するためには 科学技術政策に 関する行政システム 全 

体に目を向ける 必要があ る。 研究費の使途等を 厳格に縛ることは 望ましくなく、 

大まかな方針の 下で競争的に 資源配分を行 う のが最も非効率を 減ずる方法であ る 

と考えられる。 総合科学技術会議の 設置により、 国全体の総合戦略の 立案には 一 

定の枠組みができると 考えられる。 しかしながら、 日本では、 中間的なファンデ 
ィングボディ 一によるグラントやフェローシップが 未成熟であ り、 競争的資金は 
英米に比べて 依然として少なく ( 平成 11 年版科学技術白書几その 充実が必要であ 
る。 
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